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第₁₇期

（決算日 ₂0₁₅年 3 月₂₇日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「技術成長株オープン（愛称：ジャ
パンパワー）」は、このたび、第₁₇期の決算
を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<3083>

技術成長株オープン
（愛称：ジャパンパワー）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 約 ₉ 年₁₁カ月間（₂₀₀₆年₁₀月₃₁日～₂₀₁₆年 ₉ 月₂₇日）
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定
を含みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①主としてわが国の金融商品取引所上場株式
の中から、世界経済のさらなる拡大、進展に
伴い、技術力を背景に成長が期待できる製造
業の株式を中心に投資することにより、信託
財産の成長をめざします。
②運用にあたっては、次の方針で行なうこと
を基本とします。
　イ． 技術力を背景に、グローバルマーケット

において今後の成長が期待できる銘柄
を、運用担当者およびアナリストが選定
し、投資候補銘柄とします。

　ロ． 投資候補銘柄の中から、個々の企業の
経営戦略や競争力、財務内容等を分析
し、投資価値が高いと判断される銘柄
群を絞り込みます。

　ハ． 個々の銘柄の株価水準、流動性等を勘案
してポートフォリオを構築します。

③株式の組入比率は、通常の状態で信託財産
の純資産総額の₈₀％程度以上に維持すること
を基本とします。
④現物株式への投資を基本としますが、市況動
向、資産規模等によっては、わが国の株価指数
先物取引等を利用することがあります。
⑤株式以外の資産への投資は、原則として、
信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売
買益（評価益を含みます。）等とし、原則とし
て、基準価額の水準等を勘案して分配金額を
決定します。ただし、分配対象額が少額の場
合には、分配を行なわないことがあります。
各計算期末における収益分配前の基準価額（ ₁
万口当り。以下同じ。）が₁₀, ₀₀₀円超の場合、
₁₀, ₀₀₀円を超える額（₁₀円未満の場合は切捨
て）をめどに分配金額を決定します。また、
各計算期末における収益分配前の基準価額が
₁₀, ₀₀₀円以下の場合でも、分配対象額の範囲
内で分配を行なう場合があります。なお、計
算期末に向けて基準価額が大きく上昇した場
合など基準価額の動向等によっては、実際の
分配額がこれと異なる場合があります。



技術成長株オープン

■最近 ₅期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純 資 産
総　　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₃期末（₂₀₁₃年 ₃ 月₂₇日） ₅, ₀₈₄ ₅₁ ₃₆. ₂ ₁, ₀₄₆. ₄₇ ₄₀. ₄ ₉₈. ₁ ― ₁, ₈₄₀
₁₄期末（₂₀₁₃年 ₉ 月₂₇日） ₆, ₁₄₃ ₇₄ ₂₂. ₃ ₁, ₂₁₇. ₅₂ ₁₆. ₃ ₉₈. ₀ ― ₂, ₀₆₉
₁₅期末（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₇日） ₆, ₂₁₅ ₀ ₁. ₂ ₁, ₁₇₆. ₉₀ △ ₃. ₃ ₉₈. ₇ ― ₂, ₁₆₆
₁₆期末（₂₀₁₄年 ₉ 月₂₉日） ₇, ₂₇₄ ₃₀ ₁₇. ₅ ₁, ₃₃₇. ₃₀ ₁₃. ₆ ₉₇. ₉ ― ₂, ₂₀₁
₁₇期末（₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日） ₇, ₇₃₂ ₃₅ ₆. ₈ ₁, ₅₅₂. ₇₈ ₁₆. ₁ ₉₆. ₆ ― ₂, ₀₈₂

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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技術成長株オープン

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₇, ₂₇₄円　期末：₇, ₇₃₂円（分配金₃₅円）　騰落率：₆. ₈％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が、₂₀₁₄年₁₀月に一時大きく調整したものの、その後は日銀の追加緩和などもあり急速に反転上昇したこと
により、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より₂₀₁₄年₁₀月中旬にかけて、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、
国内政治不安などが重なり下落しました。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管
理運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決定、円安の大幅な進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂
月以降は、原油価格急落によるロシア経済悪化懸念やギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安などから下落する局面も
ありましたが、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩和の決定や日米景気の着実な回復、良好な株式需給関係などを
受けて、株価は期末にかけて上昇しました。

年　　月　　日
基 準 価 額 T O P I X 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₉ 月₂₉日 ₇, ₂₇₄ ― ₁, ₃₃₇. ₃₀ ― ₉₇. ₉ ―

₉ 月末 ₇, ₁₉₇ △ ₁. ₁ ₁, ₃₂₆. ₂₉ △ ₀. ₈ ₉₇. ₉ ―
₁₀月末 ₆, ₉₂₄ △ ₄. ₈ ₁, ₃₃₃. ₆₄ △ ₀. ₃ ₉₇. ₉ ―
₁₁月末 ₇, ₄₀₄ ₁. ₈ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₅. ₅ ₉₇. ₃ ―
₁₂月末 ₇, ₄₀₂ ₁. ₈ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₅. ₃ ₉₈. ₂ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₇, ₃₇₇ ₁. ₄ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₅. ₈ ₉₇. ₁ ―
₂ 月末 ₇, ₅₈₁ ₄. ₂ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₁₃. ₉ ₉₈. ₈ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日 ₇, ₇₆₇ ₆. ₈ ₁, ₅₅₂. ₇₈ ₁₆. ₁ ₉₆. ₆ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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技術成長株オープン

◆前期における「今後の運用方針」

〈株式組入比率〉
株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針です。

〈ポートフォリオ〉
（₁）業種構成

当ファンドの特色を生かすべく、製造業を中心とする構成を継続していく方針です。
（₂）個別銘柄

・銘柄選択にあたりましては、成長性およびバリュエーションに着目して銘柄を選別してまいります。引続き、技
術力を背景に、グローバルマーケットにおいて今後の成長が期待できる企業への選別投資に注力します。「卓越
した技術力・商品開発力」、「同業他社に対する優位性」、「新分野への事業展開力」などを勘案し、投資価値が高
いと判断される銘柄を発掘、選別し投資してまいります。

・具体的には、各業界内で技術面やコスト競争力においてグローバルでの競争優位性がある銘柄、公共投資の増加
など政策を背景に業績拡大が見込まれる銘柄、新興国のインフラ投資や消費需要を取り込める銘柄、東京五輪に
よる恩恵を受ける銘柄、リニアモーターカー、新成長戦略、バイオ、Ｇ空間などテーマ性のある銘柄などを、短
期的な業績動向や事業環境の動向にも十分注意しながら選定していく方針です。

◆ポートフォリオについて
・株式組入比率は、期を通して₉₆～₉₉％程度で推移させ、期末では₉₆. ₆％としました。
・業種構成は、円安や原油安により業績改善が期待された化学、業績モメンタムの改善が期待できる食料品などの比率を引

上げました。一方、為替を除くと販売の実態が厳しい輸送用機器、北米以外の海外市場は停滞感が強くトップラインの伸
び鈍化の懸念がある機械などの比率を引下げました。

・個別銘柄では、業績見通しや株価指標などを総合的に勘案してトヨタ自動車、ソニー、アルプス電気などの組入比率を引
上げました。一方、世界的に自動車需要が減速する中で販売台数伸び悩みの懸念が高まるマツダ、業績の先行きが不透明
なジオスター、来期以降のカタリスト（相場を動かすきっかけ）に不足があるパナソニックなどを売却しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₁₆. ₁％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₆. ₈％となりました。ＴＯＰＩＸ

の騰落率を上回った陸運業を非保有としていたことや、ＴＯＰＩＸの騰落率を下回った機械をオーバーウエートとしていた
ことなどがマイナス要因となりました。個別銘柄では、アルプス電気、オンコセラピー・サイエンス、日本空港ビルデング
などがプラスに寄与しましたが、ブロッコリー、ソリトンシステムズ、マツダなどがマイナス要因となりました。

（％）
20. 0

15. 0

10. 0

5. 0

0. 0
当　期

（2014. 9. 29～2015. 3. 27）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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技術成長株オープン

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₃₅円といたしました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ ₁万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₉ 月₃₀日
～₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₃₅
対 基 準 価 額 比 率（％） ₀. ₄₅
当 期 の 収 益（円） ₃₅
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₅₀
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ ₁万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 57. 01円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  0. 00
（ｃ）収 益 調 整 金 1. 40
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 27. 08
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 85. 50
（ｆ）分 配 金 35. 00
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） 50. 50
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　業種構成については、当ファンドの特色を生かすべく、製造業を中心とする構成を継続していく方針です。株式組入比率に
ついては、基本的には現状程度の組入比率の維持を想定しておりますが、信用リスク不安などから株価の調整が想定される場
合などには、一時的に組入比率を引下げることも検討します。引続き、中長期的な成長が見込める銘柄や業績の回復が期待さ
れる銘柄中心のポートフォリオを継続する方針です。また、円安・原油安がメリットになる銘柄や自動車の電装化・安全対
策、マイナンバー制度に関連する銘柄など、テーマ性のある銘柄に注目してまいります。
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技術成長株オープン

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₉ 月₃₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₄, ₆₄₆, ₇₇₇千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂, ₀₅₃, ₆₄₄千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₂. ₂₆ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₉ 月₃₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₂, ₈₇₄. ₆ ₂, ₁₈₄, ₇₂₆ ₃, ₂₅₇. ₈ ₂, ₄₆₂, ₀₅₀ 
（ ₁₄. ₃） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₉ 月₃₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ソニー ₂₀ ₅₁, ₄₅₄ ₂, ₅₇₂  マツダ ₄₅ ₁₁₁, ₂₇₁ ₂, ₄₇₂ 
ブロッコリー ₃₀ ₃₈, ₉₈₆ ₁, ₂₉₉  富士重工業 ₁₃ ₄₆, ₈₀₁ ₃, ₆₀₀ 
あい ホールディングス ₁₀. ₅ ₂₃, ₃₄₈ ₂, ₂₂₃  トプコン ₁₂ ₃₁, ₄₅₈ ₂, ₆₂₁ 
東洋ゴム ₈. ₅ ₂₂, ₇₈₈ ₂, ₆₈₀  オンコセラピー・サイエンス ₆₅ ₃₁, ₀₆₅ ₄₇₇ 
ＫＬａｂ ₁₆ ₂₂, ₇₈₅ ₁, ₄₂₄  ブロッコリー ₃₀ ₂₆, ₆₆₆ ₈₈₈ 
オンコセラピー・サイエンス ₆₅ ₂₂, ₁₄₂ ₃₄₀  村田製作所 ₂ ₂₅, ₃₅₈ ₁₂, ₆₇₉ 
ソフトバンク ₃ ₂₁, ₇₄₇ ₇, ₂₄₉  スズキ ₇ ₂₃, ₄₉₄ ₃, ₃₅₆ 
オカモト ₄₆ ₂₀, ₅₇₄ ₄₄₇  パナソニック ₁₇ ₂₂, ₈₉₆ ₁, ₃₄₆ 
ＨＯＹＡ ₅ ₁₈, ₆₉₇ ₃, ₇₃₉  キトー ₁₉ ₂₂, ₈₈₀ ₁, ₂₀₄ 
イグニス ₃. ₆ ₁₈, ₁₁₄ ₅, ₀₃₁  戸田工業 ₅₇ ₂₂, ₅₉₄ ₃₉₆ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■ ₁万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₉. ₃₀～₂₀₁₅. ₃. ₂₇）
金　額 比　率

信託報酬  ₅₈円 ₀. ₈₀₅％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₇, ₂₅₉円です。

（投信会社）  （₂₈）  （₀. ₃₈₉） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₂₈）  （₀. ₃₈₉） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₂）  （₀. ₀₂₆） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₂₁   ₀. ₂₈₃   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₂₁）  （₀. ₂₈₃） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₂   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₂） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₇₉   ₁. ₀₉₀  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。 
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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技術成長株オープン

■組入資産明細表
国 内 株 式

■利害関係人との取引状況
（₁）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₉ 月₃₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₂, ₁₈₄ ₂₉₃ ₁₃. ₄ ₂, ₄₆₂ ₄₇₀ ₁₉. ₁ 

コール・ローン ₅, ₄₅₁ ― ― ― ― ― 

（3）期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₉ 月₃₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₅, ₈₉₈千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₁, ₂₂₈千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₂₀. ₈％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。（₂）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって

発行される有価証券
（₂₀₁₄年 ₉ 月₃₀日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日まで）

種　　　　　類 当　　　　　期
買　　付　　額

百万円

株　　　　　式 ₈
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
建設業（0． ₉％）

ビーアールホールディングス ₂₄ ₂₄ ₈, ₅₂₀
西松建設 ₂₅ ― ―
熊谷組 ₃₀ ₂₃ ₈, ₆₂₅
ライト工業 ₁₂ ― ―

食料品（3． ₆％）
森永製菓 ― ₄₀ ₁₆, ₆₀₀
亀田製菓 ― ₂. ₃ ₁₀, ₇₀₆
明治ホールディングス ― ₁. ₁ ₁₆, ₀₈₂
太陽化学 ― ₁₀ ₈, ₈₇₀
ケンコーマヨネーズ ― ₆. ₉ ₁₁, ₀₆₇
ファーマフーズ ― ₁₅ ₉, ₀₆₀

繊維製品（0． ₇％）
富士紡ホールディングス ₃₀ ― ―
東レ ― ₁₃ ₁₃, ₄₆₈

化学（₁3． ₄％）
健康コーポレーション ― ₁₃ ₁₇, ₃₂₉
旭化成 ― ₁₀ ₁₁, ₆₀₅
共和レザー ₁₂ ― ―
東ソー ― ₂₀ ₁₁, ₄₄₀
ダイソー ― ₂₈ ₁₁, ₄₈₀
関東電化 ― ₂₀ ₁₅, ₀₂₀
日本化学工業 ― ₃₅ ₉, ₁₀₀
東邦アセチレン ― ₆₀ ₁₂, ₃₀₀
戸田工業 ₃₂ ― ―
大日精化 ₁₅ ₁₅ ₉, ₃₃₀
東京応化工業 ― ₄ ₁₅, ₇₀₀
大倉工業 ₁₉ ― ―
積水化成品 ― ₂₄ ₁₀, ₅₃₆

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
タイガース ポリマー ₁₇. ₉ ₁₇. ₉ ₁₄, ₆₉₅
ダイキョーニシカワ ― ₀. ₅ ₁, ₆₇₂
松本油脂製薬 ― ₀. ₉ ₈, ₁₀₀
ダイトーケミックス ₁₅ ₂₀ ₄, ₉₆₀
扶桑化学工業 ₆ ― ―
中国塗料 ― ₁₂ ₁₂, ₉₆₀
太陽ホールディングス ― ₃ ₁₂, ₆₆₀
富士フイルム HLDGS ― ₂. ₆ ₁₀, ₉₅₅
荒川化学工業 ― ₇. ₅ ₉, ₄₈₀
メック ₁₀ ― ―
有沢製作所 ― ₁₅ ₁₅, ₇₅₀
日東電工 ₃ ₃ ₂₃, ₈₆₈
三光合成 ― ₂₃ ₁₀, ₁₄₃
天馬 ― ₆ ₁₁, ₁₁₈
パーカーコーポレーション ₁₇ ₁₇ ₉, ₅₂₀

医薬品（₂． 3％）
あすか製薬 ₇ ― ―
科研製薬 ― ₄ ₁₃, ₅₆₀
小野薬品 ₁. ₅ ₁ ₁₃, ₄₀₀
日本ケミファ ₁₉ ₁₇ ₁₀, ₂₀₀
ＪＣＲファーマ ₄. ₅ ₃. ₅ ₈, ₇₂₅

石油・石炭製品（0． ₅％）
ユシロ化学 ₈ ― ―
ＭＯＲＥＳＣＯ ₆. ₄ ― ―
JX ホールディングス ₂₀ ₂₀ ₉, ₅₂₈

ゴム製品（₂． ₂％）
ブリヂストン ₄ ₅ ₂₃, ₇₃₀
オカモト ― ₂₀ ₉, ₀₄₀
フコク ₆. ₅ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
櫻護謨 ₂₉ ― ―
三ツ星ベルト ₄ ₁₃ ₁₂, ₀₉₀

ガラス・土石製品（0． ₄％）
日本コンクリート ₁₀ ― ―
ジオスター ₂₉ ― ―
ヤマックス ₂₇ ― ―
ジャパンパイル ₂₀ ― ―
ノリタケ ― ₂₅ ₇, ₁₀₀
ニチアス ₁₆ ― ―
鉄鋼（₁． ₆％）

日立金属 ₁₅ ₆ ₁₁, ₂₁₄
新報国製鉄 ₁₅. ₃ ₁₂ ₁₀, ₀₉₂
栗本鉄工所 ― ₅₀ ₁₁, ₅₀₀

非鉄金属（₁． ₇％）
住友鉱山 ₈ ₇ ₁₂, ₆₀₃
古河機金 ₇₀ ― ―
ＵＡＣＪ ₂₅ ― ―
ＦＣＭ ― ₂ ₇, ₇₄₀
住友電工 ₁₁ ― ―
タツタ電線 ₁₅ ― ―
カナレ電気 ― ₅. ₈ ₁₄, ₇₆₁
金属製品（₁． ₂％）

川岸工業 22 ― ―
アルインコ ₈. ₅ ― ―
兼房 ₁₁ ₁₃ ₁₅, ₄₁₈
オーネックス ― ₄₉ ₉, ₀₆₅
機械（₁₂． ₄％）

ツガミ ― ₂₀ ₁₅, ₅₈₀
アイダエンジニア ₁₀ ― ―
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銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
牧野フライス ― ₁₂ ₁₂, ₁₈₀
小池酸素 ₁₅ ₃₀ ₁₁, ₂₈₀
DMG 森精機 ― ₉ ₁₅, ₉₈₄
日特エンジニアリング ₈ ― ―
ディスコ ― ₁. ₂ ₁₄, ₅₈₀
日進工具 ― ₆ ₁₁, ₉₀₄
津田駒工業 ₄₀ ― ―
やまびこ ― ₂. ₅ ₁₃, ₄₇₅
ペガサスミシン製造 ₁₈ ― ―
ナブテスコ ₆ ₄ ₁₄, ₃₂₀
ＳＭＣ ₀. ₅ ― ―
ホソカワミクロン ₁₈ ― ―
日精エーエスビー ― ₅ ₁₂, ₅₁₀
日精樹脂工業 ― ₁₃ ₁₇, ₁₉₉
オカダアイヨン ₁₁. ₅ ₁₁. ₅ ₁₂, ₇₆₅
鉱研工業 ― ₈ ₉, ₈₄₀
住友重機械 ₁₀ ― ―
ハーモニック・ドライブ・シス ₄ ₇ ₁₈, ₁₅₈
三菱化工機 ₂₅ ― ―
タカトリ ₇ ― ―
木村化工機 ₂₀ ― ―
加藤製作所 ₄₀ ₁₅ ₁₁, ₉₈₅
タダノ ― ₈ ₁₂, ₉₆₀
兼松エンジニアリング ₁₅. ₃ ₁₄. ₂ ₁₃, ₇₅₉
ＣＫＤ ₁₄ ― ―
キトー ₁₉ ― ―
日本金銭機械 ₅ ― ―
福島工業 ₈ ― ―
竹内製作所 ₅ ₂. ₅ ₁₃, ₃₀₀
ＪＵＫＩ ₅₀ ₄₅ ₁₈, ₁₈₀
蛇の目ミシン ₅₀ ― ―
日本トムソン ₂₀ ― ―
ＴＨＫ ₇ ― ―
セコニックホールディングス ₃₀ ― ―

電気機器（₂8． ₅％）
コニカミノルタ ₁₀ ― ―
ミネベア ₂₅ ₁₄ ₂₆, ₉₃₆
日立 ₂₀ ― ―
東芝 ₃₀ ― ―
三菱電機 ₁₂ ― ―
シンフォニア テクノロジー ― ₅₀ ₉, ₉₅₀
三相電機 ― ₃ ₁, ₂₂₇
日本電産 ₃ ₂ ₁₆, ₂₄₀
田淵電機 ₁₄ ― ―
ＪＶＣケンウッド ― ₃₀ ₁₀, ₆₂₀
寺崎電気産業 ― ₈ ₁₀, ₇₂₀
ミマキエンジニアリング ₂ ― ―
戸上電機 ₂₀ ₂₃ ₁₃, ₂₇₁
ジーエス・ユアサ コーポ ― ₂₀ ₁₀, ₉₈₀
日本電気 ₃₅ ― ―
富士通 ― ₁₅ ₁₂, ₃₈₇
沖電気 ₅₀ ₄₅ ₁₁, ₁₆₀
明星電気 ― ₇₀ ₉, ₉₄₀
ルネサスエレクトロニクス ₁₅ ― ―
セイコーエプソン ₃ ― ―
サン電子 ₉ ₆ ₉, ₉₁₂
日本信号 ₉ ― ―
能美防災 ― ₈ ₁₁, ₇₃₆
パナソニック ₁₇ ― ―
ソニー ― ₂₀ ₆₃, ₉₃₀
アルプス電気 ₁₆ ₁₉ ₅₅, ₁₀₀
鈴木 ― ₉. ₆ ₁₁, ₂₆₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ローランド ディー .ジー . ₃ ― ―
ＳＭＫ ― ₂₀ ₁₀, ₃₂₀
ヨコオ ― ₁₄. ₃ ₉, ₅₉₅
古野電気 ₁₀ ― ―
スミダコーポレーション ₁₅ ― ―
本多通信工業 ― ₇. ₅ ₁₀, ₂₀₇
アオイ電子 ₄ ₃. ₆ ₁₈, ₉₀₀
京写 ₈ ₂₃ ₁₂, ₈₈₀
共和電業 ₃₅ ― ―
パナソニックデバイス ― ₁₂. ₉ ₁₁, ₀₆₈
キーエンス ₀. ₄ ₀. ₄ ₂₆, ₂₄₀
日本フェンオール ₇ ― ―
長野日本無線 ₂₀ ― ―
キョウデン ₅₀ ― ―
ＡＳＴＩ ₃₀ ― ―
イリソ電子工業 ― ₁. ₈ ₁₅, ₀₈₄
ヘリオステクノＨ ― ₃₀ ₁₄, ₉₇₀
エノモト ― ₂₅ ₁₂, ₂₅₀
山一電機 ₃₃ ₂₂ ₂₀, ₇₆₈
富士通フロンテック ₁₀ ― ―
カシオ ₇ ₇ ₁₅, ₆₁₇
ファナック ₁ ₁ ₂₆, ₁₈₀
ＦＤＫ ₄₀ ― ―
芝浦電子 ₄ ― ―
日本シイエムケイ ₃₀ ― ―
ローム ₃ ₁. ₅ ₁₂, ₁₉₅
浜松ホトニクス ₁. ₅ ― ―
エルナー ₅₀ ― ―
日本インター ₄₆ ― ―
村田製作所 ₄. ₅ ₃. ₅ ₅₈, ₆₆₀
象印マホービン ― ₁₂ ₁₃, ₁₀₄

輸送用機器（₁0． 8％）
川崎重工業 ₄₂ ₂₂ ₁₃, ₃₇₆
日産自動車 ₅ ₁₀ ₁₂, ₁₇₅
トヨタ自動車 ₉ ₉ ₇₆, ₃₂₉
日野自動車 ― ₆ ₁₀, ₃₀₂
三菱自動車工業 ₅. ₆ ― ―
ＮＯＫ ― ₃ ₁₀, ₅₉₀
プレス工業 ₂₀ ― ―
河西工業 ₁₀ ― ―
マツダ ₄₂ ― ―
スズキ ₇ ― ―
富士重工業 ₂₂ ₁₁ ₄₄, ₀₀₅
ヤマハ発動機 ― ₇ ₁₉, ₃₁₃
日本精機 ₃ ― ―
シマノ ₀. ₈ ₀. ₅ ₉, ₂₆₅
IJT テクノロジー HD ₁₈. ₈ ― ―
ジャムコ ₈ ₅. ₉ ₂₂, ₃₆₁

精密機器（3． ₇％）
島津製作所 ₁₅ ― ―
ブイ・テクノロジー ₃ ― ―
オーバル ₃₃ ₂₅ ₈, ₀₅₀
トプコン ₂₁ ₉ ₂₆, ₃₇₉
オリンパス ₃. ₅ ― ―
ＨＯＹＡ ― ₅ ₂₅, ₂₆₅
朝日インテック ― ₂ ₁₅, ₇₀₀
CYBERDYNE ₃ ― ―

その他製品（0． ₂％）
桑山 ― ₅. ₄ ₄, ₅₉₅
小松ウオール工業 ₄ ― ―
任天堂 ₁. ₅ ― ―

海運業（₁． ₆％）
商船三井 ― ₂₅ ₁₀, ₂₂₅

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
川崎汽船 ― ₃₀ ₉, ₈₄₀
東栄リーファーライン ― ₂₂. ₉ ₁₁, ₃₅₈

情報・通信業（₇． 3％）
クエスト ― ₈. ₉ ₈, ₁₄₃
ソリトンシステムズ ₁₀ ₈ ₈, ₄₄₈
コーエーテクモＨＤ ₅. ₂ ― ―
エイチーム ― ₂. ₃ ₁₂, ₂₈₂
コロプラ ₂. ₅ ― ―
オルトプラス ― ₅ ₄, ₄₂₅
ブイキューブ ― ₄. ₅ ₆, ₈₆₇
ＦＦＲＩ ₀. ₁ ― ―
豆蔵ホールディングス ₁₅ ― ―
ケイブ ― ₄. ₅ ₈, ₇₃₉
ＵＬＳグループ ― ₅ ₇, ₄₀₀
ラック ₁₆ ― ―
ソルクシーズ ― ₅. ₆ ₂, ₉₇₉
サイバネットシステム ₁₀ ― ―
ユークス ₃ ₆ ₃, ₉₆₆
アイサンテクノロジー ₅ ₄ ₈, ₇₈₄
クレスコ ― ₆. ₇ ₁₂, ₃₄₈
ジャストシステム ₁₀ ― ―
インフォメーションディベロ ₅ ― ―
フュージョンパートナー ― ₁₅. ₃ ₁₃, ₄₉₄
インテリジェント ウェイブ ₃₂ ― ―
マーベラス ₉ ― ―
エムティーアイ ₂ ― ―
情報技術開発 ― ₆. ₈ ₇, ₁₀₆
ＤＴＳ ₄ ₃. ₁ ₇, ₀₄₆
スクウェア・エニックス・HD ₅ ₃ ₇, ₅₉₃
カプコン ― ₄ ₉, ₂₄₈
日本システムウエア ― ₁₀. ₅ ₉, ₁₄₅
コナミ ― ₃. ₆ ₈, ₀₁₇
卸売業（₁． ₂％）

あい ホールディングス ₁ ₄. ₅ ₉, ₇₆₉
シークス ― ₄. ₇ ₁₃, ₅₂₁
小売業（―）

ホットランド ₀. ₃ ― ―
不動産業（₂． 0％）

シノケングループ ― ₁₀ ₁₃, ₄₉₀
日本空港ビルデング ₃. ₆ ₃. ₆ ₂₆, ₁₀₀
サービス業（3． ₉％）

クックパッド ― ₂. ₅ ₁₃, ₁₂₅
ケネディクス ― ₂₀ ₉, ₈₆₀
サイバーエージェント ― ₂ ₁₃, ₃₆₀
クリーク・アンド・リバー社 ― ₁₂ ₈, ₀₈₈
ジャパンマテリアル ₃. ₃ ₁₀. ₈ ₁₈, ₃₀₆
オオバ ― ₂₆ ₁₅, ₁₅₈

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₂, ₂₅₈. ₅ ₁, ₈₈₉. ₆ ₂, ₀₁₁, ₇₉₇

銘柄数＜比率＞ ₁₄₈銘柄 ₁₄₄銘柄 ＜₉₆. ₆％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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技術成長株オープン

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₂, ₀₁₁, ₇₉₇ ₉₄. ₄ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁₂₀, ₄₂₉ ₅. ₆ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂, ₁₃₂, ₂₂₇ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₂， ₁3₂， ₂₂₇， ₂₁3円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₆₂, ₇₄₁, ₅₇₁  
株 式（評価額） ₂, ₀₁₁, ₇₉₇, ₃₀₀  
未 収 入 金 ₄₂, ₄₀₇, ₇₀₂  
未 収 配 当 金 ₁₅, ₂₈₀, ₆₄₀  

（Ｂ）負 債 ₄₉， ₇₉₉， 38₇  
未 払 金 ₂₃, ₇₁₂, ₈₂₈  
未 払 収 益 分 配 金 ₉, ₄₂₆, ₁₄₃  
未 払 信 託 報 酬 ₁₆, ₆₀₅, ₈₈₃  
そ の 他 未 払 費 用 ₅₄, ₅₃₃  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） ₂， 08₂， ₄₂₇， 8₂₆  
元 本 ₂, ₆₉₃, ₁₈₃, ₉₉₆  
次 期 繰 越 損 益 金 △  ₆₁₀, ₇₅₆, ₁₇₀  

（Ｄ）受益権総口数 ₂， ₆₉3， ₁83， ₉₉₆口
₁ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₇， ₇3₂円

＊ 期首における元本額は₃, ₀₂₆, ₃₂₇, ₈₄₀円、当期中における追加設定元本額は
₄, ₉₂₂, ₅₅₃円、同解約元本額は₃₃₈, ₀₆₆, ₃₉₇円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₇, ₇₃₂円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₆₁₀, ₇₅₆, ₁₇₀円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₉ 月₃₀日　至₂₀₁₅年 ₃ 月₂₇日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₁₇， ₂₇₉， ₁₄₄円

受 取 配 当 金 ₁₇, ₂₆₅, ₉₉₀
受 取 利 息 ₁₃, ₀₉₇
そ の 他 収 益 金 ₅₇

（Ｂ）有価証券売買損益 ₁3₂， 3₆₅， 33₄
売 買 益 ₃₈₇, ₇₈₉, ₈₄₄
売 買 損 △ ₂₅₅, ₄₂₄, ₅₁₀

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ ₁₆， ₆₆0， ₄₁₆
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ₁3₂， ₉8₄， 0₆₂
（Ｅ）前期繰越損益金 △ ₄0₅， ₄₇₇， 8₆₆
（Ｆ）追加信託差損益金 △ 3₂8， 83₆， ₂₂3

（配 当 等 相 当 額）（ ₃₇₇, ₃₆₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₃₂₉, ₂₁₃, ₅₉₀）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △ ₆0₁， 330， 0₂₇
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ ₉， ₄₂₆， ₁₄3

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） △ ₆₁0， ₇₅₆， ₁₇0
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₃₂₈, ₈₃₆, ₂₂₃

（配 当 等 相 当 額）（ ₃₇₇, ₃₆₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₃₂₉, ₂₁₃, ₅₉₀）
分 配 準 備 積 立 金 ₁₃, ₂₂₄, ₃₁₃
繰 越 損 益 金 △ ₂₉₅, ₁₄₄, ₂₆₀

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ）収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当　　　期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₅, ₃₅₄, ₈₆₆円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₇₇, ₃₆₇
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₇, ₂₉₅, ₅₉₀
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂₃, ₀₂₇, ₈₂₃
（ｆ）分 配 金 ₉, ₄₂₆, ₁₄₃
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁₃, ₆₀₁, ₆₈₀
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₂, ₆₉₃, ₁₈₃, ₉₉₆口
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技術成長株オープン

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
₁ 万 口 当 り 分 配 金 3₅円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₃ 月₂₇日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₇, ₇₃₂円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について
　₂0₁₄年₁₂月 ₁ 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の ₂種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。
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